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平成30年 7 月豪雨災害の被災市町村における要介護認定率の

変化と関連要因
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目的 平成30年 7 月豪雨災害に伴う被災市町村の要介護認定率の変化を推定するとともに，被災状

況や地域特性と当該変化の関連を検討することを目的とした。

方法 災害救助法を適用された108市町村を対象とし，2016年 7 月から2019年 7 月までの計37か月

の月別要介護認定率のデータから，要介護認定率および軽度要介護率（要支援 1～2），中度要

介護認定率（要介護 1～3），重度要介護認定率（要介護 4～5）の災害後の変化を分割時系列分

析により推定した。災害後の要介護認定率のトレンドの変化傾向と被災状況（住家被害棟数，

死者・行方不明者数），地域特性（高齢化率，人口密度，課税対象所得，保健師 1 人当たり人

口，介護保険施設定員数，病院病床数，診療所数，特定健診実施率，特定保健指導実施率）と

の関連を検討するため，多項ロジスティック回帰分析を行った。

結果 要介護認定率および軽度要介護認定率は発災当月，災害後のトレンドの変化ともに有意な上

昇が見られた。中度要介護認定率の災害後のトレンドの変化は有意に下降していた。重度要介

護認定率は災害当月のみ有意な上昇が見られたが，災害後のトレンドには有意な変化が見られ

なかった。中度要介護認定率のトレンドの下降変化は，高齢化率と負の関連，診療所数と正の

関連が見られた。要介護認定率，軽度要介護認定率，重度要介護認定率については，被災状

況，地域特性に関するいずれの変数とも有意な関連は見られなかった。

結論 自立度が比較的高い軽度要介護高齢者において，災害により介護保険サービスの需要が高ま

る可能性が示唆された。
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 緒 言

近年，我が国では大規模な水害の発生が続いてい

る。平成30年 7 月豪雨災害は，特定非常災害に指定

され，全国で11府県110市町村に災害救助法が適用

された。同じく，令和元年台風19号では14都県390

市区町村に，令和 2 年 7 月豪雨災害は 9 県98市町村

に災害救助法が適用されており，いずれの災害も特

定非常災害に指定されている1,2)。

水害による健康影響は経時的に変化し，中長期に

は，慢性疾患や身体障害，精神障害などの健康問題

が現れることが報告されている3)。また，こうした

健康問題は，被災 1 年後頃をピークに低下に向かう

が，女性や高齢者はより影響を受けやすく，とくに

高齢者では遷延しやすいことが報告されている4)。

広島県が実施した平成30年 7 月豪雨災害から 1 年後

の健康調査でも，高齢者や応急仮設住宅の入居者は

外出頻度や近隣との交流が減少しており，主観的健

康の悪化や高い心理ストレスが見られることが報告

されている5)。これらの報告から，高齢者は水害に

よる健康影響を中長期的に受けやすい集団であり，

少子高齢化が進行する我が国において，水害による

高齢者への健康影響を最小限に留めることは，公衆

衛生上の重要な課題と言える。

大澤は，東日本大震災において災害救助法が適用

された被災市町村と非被災市町村を比較し，2009年

度末と2011年度末の要介護認定率の差から災害によ

る影響を推定した。その結果，被災市町村において
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は，75歳以上要介護認定率と中度要介護（要介護

1・2・3）認定率の上昇が非被災市町村に比べて有

意に大きかったことを報告している6)。同様に，

Tomata et al. は，東日本大震災の被災地域と非被

災地域における発災から 3 年間の要介護認定率の推

移を比較し，被災地域における上昇が有意に大きい

ことを報告している7)。要介護認定率は，高齢者の

健康状態を評価する指標の一つであり，水害による

高齢者の健康影響を検討する上でも有用と考えられ

る。しかし，震災後の要介護認定率の変化に関する

研究は見られるものの，水害後に要介護認定率がど

のように変化しているのか調査した先行研究は見当

たらない。

2015年から2019年までの 5 年間の激甚災害の指定

状況をみると，17事象のうち15事象が風水害であ

り8)，水害は我が国における身近な健康危機と言え

る。そのため，水害後に高齢者が受ける中長期的な

健康影響の程度や関連要因を明らかにし，健康被害

の最小化につなげていくことが必要である。

そこで，本研究は，平成30年 7 月豪雨災害に伴う

被災市町村の要介護認定率の変化を推定するととも

に，被災状況や地域特性と当該変化の関連を検討す

ることを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究デザインと解析対象

研究デザインは，政府の公表データに基づき，被

災市町村における災害後の要介護認定率の変化と関

連要因を解析する生態学的研究とした。解析対象

は，平成30年 7 月豪雨災害で災害救助法を適用され

た市町村とし，豪雨発生24か月前（2016年 7 月）か

ら発生後12か月（2019年 7 月）までの間に，他の災

害でも災害救助法の適用を受けていた 2 市町村を除

く108市町村について解析を行った。

. データ収集

1) 要介護認定率

要介護認定率は，厚生労働省の「介護保険事業状

況報告月報｣9)に基づき，2016年 7 月から2019年 7

月までの計37か月の保険者別・月別のデータを収集

し，解析対象市町村の各月の第 1 号被保険者数に占

める要支援・要介護認定者数を算出した。介護度に

よる要介護認定率の変化の違いを検討するため，本

研究では，要介護認定率（要支援 1・2 および要介

護1～5），軽度要介護認定率（要支援 1・2），中度

要介護認定率（要介護 1～3），重度要介護認定率

（要介護 4・5）の 4 区分で解析を行った。

2) 被災状況

被災状況に関する変数は，被災の規模を示すデー

タとして，死者・行方不明者数（人的被害数）と全

壊・半壊・床上浸水・床下浸水の合計棟数（住家被

害棟数）を収集し，人口千人当たりの被害数を算出

した。各被災市町村の被災状況は，国や被災自治体

から随時発表された平成30年 7 月豪雨災害の被害状

況報告10～21)より収集し，災害から 1 年後の2019年

7 月時点の最新データを用いた。

3) 地域特性

先行研究では，被災市町村の要介護認定率に介護

老人保健・福祉施設定員数，病院病床数，診療所病

床数，高齢化率，人口密度，1 人当たり所得が有意

に関連することが報告されている6)。また，人口当

たりの保健師数22)や特定健康診査の受診率23)等も要

介護認定率に関連することが報告されている。本研

究では，これらの先行研究を参考とし，人口構造の

特徴を捉える変数として，全人口に占める65歳以上

人口割合（高齢化率（))24)，都市化を捉える変数

として，可住面積当たりの人口（人口密度（人/

km2))25)，地域の所得水準を捉える変数として，納

税義務者 1 人当たりの課税対象所得（千円/人)26)，

地域の保健医療介護資源を捉える変数として，保健

師 1 人当たり人口（人)27)，二次医療圏65歳以上人

口千人当たりの介護保険施設定員数28)，二次医療圏

人口千人当たりの病院病床数および診療所数29)，地

域住民の保健行動の傾向を捉える指標として特定健

診実施率（）および特定保健指導実施率（)30)

を収集した。これらの変数は，発災前年（2017年）

以前の直近値を使用した。

. 解析方法

まず，解析対象市町村の特性を確認するため，被

災状況および地域特性に係る各変数の平均値，標準

偏差，中央値，最小値，最大値を算出した。次に，

要介護認定率について，災害前後の月平均と標準偏

差を算出し，災害前後での変化の有無を確認した上

で，災害が要介護認定率の変化に与えた影響を明ら

かにするため，分割時系列分析（ITSA, Interrupted

Time Series Analysis）を実施した。ITSA は，介入

の効果を評価する際に用いられる準実験的アプロー

チであり，対策の評価等にも有効とされる31)。

Ekperi et al. は，ITSA を用いてハリケーン被害の

あった90地区における各週の HIV 検査受検割合へ

のハリケーンの影響を評価している32)。本研究で

は，この Ekperi et al. の研究を参考とし，ITSA の

推定式を◯とした。

Yt＝b0＋b1 Tt＋b2 Xt＋b3 XtTt＋et (1)

Yt は t 月時点の要介護認定率，Tt は観察開始時点

からの月数，Xt は発災前 0，発災後 1 のダミー変数，

e はランダム変動である。b0 は観察開始時の要介護
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表 解析対象市町村の特性（N＝108)

平均値（標準偏差) 中央値 最小値 最大値

高齢化率（) 34.3(5.8) 34.2 22.3 48.1

人口密度（人/km2) 833.5(1,009.8) 529.7 21.7 8,463.4

課税対象所得（千円/人) 2,705.4(282.5) 2,671.4 2,186.4 4,074.6

保健師 1 人当たり人口（人) 2,546.5(1,360.6) 2,249.2 495.0 7,013.0

特定健診実施率（) 39.2(9.1) 38.0 21.2 65.3

特定保健指導実施率（) 31.4(21.5) 26.2 3.0 92.1

病院病床数（二次医療圏人口千人対) 14.0(3.7) 13.5 8.7 26.8

診療所数（二次医療圏人口千人対) 0.8(0.1) 0.8 0.7 1.3

介護保険施設定員数（二次医療圏65歳以上人口千人対) 27.0(4.1) 26.6 18.8 37.5

住家被害棟数（人口千人対) 6.0(11.9) 1.9 0 77.3

人的被害数（人口千人対) 0.1(0.2) 0 0 2.2

表 災害前後の要介護認定率の月平均の比較（N＝108)

災 害 前 災 害 後

2016年 7 月2017年 6 月 2017年 7 月2018年 6 月 2018年 7 月2019年 6 月

要介護認定率 19.321(2.735) 19.264(2.604) 19.422(2.593)

軽度要介護認定率 5.017(1.483) 4.848(1.427) 4.970(1.431)

中度要介護認定率 9.836(1.526) 9.951(1.529) 9.980(1.518)

重度要介護認定率 4.468(0.776) 4.465(0.769) 4.471(0.810)

平均値（標準偏差)
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認定率のベースライン，b1 は災害前のトレンド，

b2 は災害当月の変動（災害前の変化傾向から推定

される災害当月の要介護認定率と災害後の変化傾向

から推定される災害当月の要介護認定率の差），b3

は災害後のトレンドの変化を示す。本研究では，

Newey-West 法 に よ る Ordinary Least Squares

（OLS）回帰モデルを採用した。Newey-West 法で

は，Newey-West 標準誤差が生成され，指定する最

大 h の Lag を伴う自己相関を処理するとともに，

不均一分散性に対応した分析が実施される。本研究

で は ， Lag 1 で ITSA を 実 行 し た 後 ， Cumby-

Huizinga general test によりモデルの妥当性を確認

した。

本研究では，まず，被災市町村全体で ITSA を実

施し，2018年 7 月を契機とする要介護認定率の変化

の有無を確認した。その後，対象市町村ごとに

ITSA を実施し，災害後の要介護認定率のトレンド

の変化傾向（b3）と被災状況および地域特性との関

連を検討するため，多項ロジスティック回帰分析を

行った。多項ロジスティック回帰分析では，目的変

数となる災害後のトレンドの変化を「有意変化な

し」，「上昇」，「下降」の 3 区分とし，「有意変化な

し」をベースとして解析を行った。説明変数は，被

災状況と地域特性に係る全変数とし，災害後の要介

護認定率のトレンドの変化と各変数との関連を推定

した。

以上の解析には Stata/SE16 を使用し，統計的有

意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

本研究は，兵庫県立大学看護学部・地域ケア開発

研究所研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認

年月日2019年 5 月28日，承認番号 2019D01）。

 研 究 結 果

. 解析対象市町村の特性

解析対象市町村（N＝108）の被災状況および地

域特性を表 1 に示した。被災状況は，人口千人当た

りの住家被害棟数6.0±11.9棟，人的被害数は0.1±

0.2人であり，解析対象市町村には，住家被害のな

い市町村が18（16.7），人的被害のない市町村が

75（69.4）含まれていた。

. 災害前後の要介護認定率

災害前後の要介護認定率の月平均を 1 年ごとに比

較した（表 2）。要介護認定率は，災害前々年

19.32，災害前年19.26と減少傾向であったが，

災害後は19.42に増加していた。認定区分別にみ
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表 要介護認定率の ITSA の推定結果

要介護認定率 係数（標準誤差) P 95信頼区間

災害前のトレンド
（b1)

－0.007(0.003) 0.016 －0.012 －0.001

災害当月の変化
（b2)

0.197(0.053) 0.001 0.089 0.304

災害後のトレンド
変化（b3)

0.011(0.005) 0.030 0.001 0.021

ベースライン（b0) 19.371(0.035) 0.000 19.300 19.443

Regression with Newey-West standard errors

maximum lag: 1

図 要介護認定率の変化

表 軽度要介護認定率の ITSA の推定結果

軽度要介護認定率 係数（標準誤差) P 95信頼区間

災害前のトレンド
（b1)

－0.014(0.001) 0.000 －0.016 －0.011

災害当月の変化
（b2)

0.147(0.033) 0.000 0.080 0.215

災害後のトレンド
変化（b3)

0.025(0.003) 0.000 0.020 0.031

ベースライン（b0) 5.092(0.011) 0.000 5.070 5.113

Regression with Newey-West standard errors

maximum lag: 1
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ると，軽度要介護認定率は，災害前々年5.02，災

害前年4.85と減少傾向であったが，災害後4.97

に増加していた。中度要介護認定率は，災害前々年

9.84，災害前年9.95と増加傾向であり，災害後

も9.98に増加している。重度要介護認定率は，災

害前々年，災害前年，災害後ともに4.47で平均値

に変化は見られなかった。

. 平成年月豪雨災害後の要介護認定率の

変化

ITSA を用いて2018年 7 月を契機とする要介護認

定率の変化を推定した。観察開始時のベースライン

は19.371，災害前のトレンドは－0.007の下降

傾向であった。災害当月には0.197の有意な上昇

が見られ，災害後のトレンドの変化も0.011の有

意な上昇が認められた（表 3，図 1）。

認定区分別にみると，軽度要介護認定率は，観察

開始時のベースラインは5.092，災害前のトレン

ドは－0.014の下降傾向であった。災害当月は

0.147の有意な上昇が見られ，災害後のトレンド

の変化には0.025の有意な上昇が見られた（表 4，

図 2）。

中度要介護認定率は，観察開始時のベースライン

は9.798，災害前のトレンドは0.008の上昇傾向

であった。災害当月に有意な変化は見られなかった

が，災害後は－0.011の有意なトレンドの下降が

見られた（表 5，図 3）。

重度要介護認定率は，観察開始時のベースライン

は4.481，災害前のトレンドに有意な変化は見ら

れなかった。また，災害当月は0.048の有意な上

昇が見られたが，災害後のトレンドに有意な変化は

見られなかった（表 6，図 4）。

. 要介護認定率のトレンドの変化に関連する

要因

対象市町村（N＝108）ごとに ITSA を実施した

ところ，災害後の要介護認定率のトレンドに有意な

変化が生じたのは72市町村（66.7）であった。そ

のうち，43市町村は災害後に上昇，29市町村は災害

後に下降していた。認定区分別にみると，軽度要介

護認定率では，66市町村で有意に上昇，22市町村で

有意に下降していた。中度要介護認定率では，28市
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図 軽度要介護認定率の変化

表 中度要介護認定率の ITSA の推定結果

中度要介護認定率 係数（標準誤差) P 95信頼区間

災害前のトレンド
（b1)

0.008(0.001) 0.000 0.006 0.010

災害当月の変化
（b2)

0.001(0.015) 0.949 －0.029 0.031

災害後のトレンド
変化（b3)

－0.011(0.002) 0.000 －0.015 －0.007

ベースライン（b0) 9.798(0.016) 0.000 9.765 9.832

Regression with Newey-West standard errors

maximum lag: 7

図 中度要介護認定率の変化

表 重度要介護認定率の ITSA の推定結果

重度要介護認定率 係数（標準誤差) P 95信頼区間

災害前のトレンド
（b1)

－0.001(0.001) 0.248 －0.003 0.001

災害当月の変化
（b2)

0.048(0.021) 0.026 0.006 0.091

災害後のトレンド
変化（b3)

－0.003(0.003) 0.194 －0.008 0.002

ベースライン（b0) 4.481(0.014) 0.000 4.452 4.509

Regression with Newey-West standard errors

maximum lag: 12
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町村は有意に上昇，45市町村で有意に下降してい

た。重度要介護認定率では，30市町村で有意に上昇，

33市町村で有意に下降していた（表 7）。

上記に示した要介護認定率のトレンドの変化傾向

と地域特性および被災状況との関連を検討するた

め，災害後のトレンドの変化を「有意変化なし」，
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図 重度要介護認定率の変化

表 災害後のトレンドに有意な変化が生じた市町

村（N＝108)

災害後のトレンドの変化

n ()

n.s. 上昇 下降

要介護認定率 36(33.3) 43(39.8) 29(26.9)

軽度要介護認定率 20(18.5) 66(61.1) 22(20.4)

中度要介護認定率 35(32.4) 28(25.9) 45(41.7)

重度要介護認定率 45(41.7) 30(27.8) 33(30.6)

n.s.有意な変化が見られなかった市町村

表 要介護認定率の災害後のトレンドの変化に関

連する要因

要介護認定率
上 昇 下 降

係数(標準誤差) P 係数(標準誤差) P

高齢化率 0.015(0.071) 0.837 －0.001(0.079) 0.989

人口密度 0.00005(0.000) 0.880 －0.0002(0.000) 0.550

課税対象所得 0.0001(0.002) 0.949 0.002(0.002) 0.261

保健師 1 人当た
り人口 0.0001(0.000) 0.678 －0.0005(0.000) 0.200

特定健診実施率 －0.002(0.034) 0.947 －0.023(0.038) 0.549

特定保健指導実
施率

－0.014(0.013) 0.265 －0.008(0.014) 0.542

病院病床数 0.050(0.076) 0.509 0.025(0.086) 0.770

診療所数 0.800(2.165) 0.712 0.019(2.461) 0.994

介護保険施設定
員数 －0.053(0.075) 0.484 －0.135(0.084) 0.108

住家被害棟数 0.069(0.046) 0.133 0.073(0.049) 0.139

人的被害数 －1.794(1.781) 0.314 －3.846(2.772) 0.165

多項ロジスティック回帰分析（ベース有意変化なし)

表 軽度要介護認定率の災害後のトレンドの変化

に関連する要因

軽度要介護
認定率

上 昇 下 降

係数(標準誤差) P 係数(標準誤差) P

高齢化率 －0.055(0.087) 0.528 0.037(0.106) 0.725

人口密度 0.0001(0.001) 0.916 －0.0003(0.001) 0.636

課税対象所得 －0.001(0.003) 0.829 0.004(0.003) 0.167

保健師 1 人当た
り人口 0.0003(0.000) 0.377 －0.00001(0.000) 0.981

特定健診実施率 －0.009(0.039) 0.810 －0.045(0.047) 0.340

特定保健指導実
施率

－0.017(0.015) 0.247 0.014(0.017) 0.404

病院病床数 －0.112(0.081) 0.164 －0.169(0.119) 0.159

診療所数 3.473(2.508) 0.166 0.129(3.124) 0.967

介護保険施設定
員数 0.152(0.087) 0.081 0.220(0.115) 0.056

住家被害棟数 －0.026(0.032) 0.420 －0.035(0.051) 0.496

人的被害数 5.393(4.535) 0.234 5.789(4.849) 0.233

多項ロジスティック回帰分析（ベース有意変化なし)

表 中度要介護認定率の災害後のトレンドの変化

に関連する要因

中度要介護
認定率

上 昇 下 降

係数(標準誤差) P 係数(標準誤差) P

高齢化率 0.104(0.087) 0.229 －0.164(0.079) 0.039

人口密度 0.0001(0.001) 0.910 0.0001(0.000) 0.827

課税対象所得 0.001(0.002) 0.701 －0.001(0.002) 0.407

保健師 1 人当た
り人口 0.0003(0.000) 0.322 －0.0001(0.000) 0.860

特定健診実施率 0.0004(0.037) 0.992 0.038(0.036) 0.282

特定保健指導実
施率 －0.010(0.014) 0.482 －0.022(0.013) 0.095

病院病床数 －0.112(0.088) 0.206 －0.052(0.075) 0.489

診療所数 2.839(2.402) 0.237 5.163(2.353) 0.028

介護保険施設定
員数 0.019(0.082) 0.819 －0.005(0.076) 0.946

住家被害棟数 －0.010(0.031) 0.751 －0.027(0.030) 0.367

人的被害数 －0.827(1.639) 0.614 －0.210(1.324) 0.874

多項ロジスティック回帰分析（ベース有意変化なし)

P＜0.05
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表 重度要介護認定率の災害後のトレンドの変化

に関連する要因

重度要介護
認定率

上 昇 下 降

係数(標準誤差) P 係数(標準誤差) P

高齢化率 －0.004(0.078) 0.955 0.014(0.073) 0.849

人口密度 －0.001(0.001) 0.431 0.0001(0.000) 0.787

課税対象所得 －0.003(0.002) 0.194 －0.002(0.002) 0.435

保健師 1 人当た
り人口 0.0003(0.000) 0.313 －0.0002(0.000) 0.588

特定健診実施率 －0.004(0.036) 0.909 －0.043(0.035) 0.209

特定保健指導実
施率 0.012(0.013) 0.393 0.012(0.013) 0.341

病院病床数 －0.033(0.078) 0.667 －0.063(0.080) 0.434

診療所数 －2.389(2.371) 0.314 －1.115(2.148) 0.604

介護保険施設定
員数 －0.076(0.081) 0.348 －0.106(0.075) 0.158

住家被害棟数 －0.053(0.046) 0.249 －0.003(0.027) 0.896

人的被害数 3.145(1.872) 0.093 0.132(1.687) 0.938

多項ロジスティック回帰分析（ベース有意変化なし)
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「上昇」，「下降」の 3 区分とし，「有意変化なし」を

ベースとする多項ロジスティック回帰分析を実施し

た（表 8～11）。その結果，中度要介護認定率の災

害後のトレンドの下降変化と高齢化率には負の関

連，診療所数には正の関連が認められた。一方，要

介護認定率，軽度要介護認定率，重度要介護認定率

については，いずれの変数とも有意な関連は見られ

なかった。

 考 察

. 災害後の要介護認定率のトレンドの変化

ITSA で平成30年 7 月豪雨災害の被災市町村にお

ける要介護認定率の変化を推定したところ，発災月

を契機とする有意なトレンドの変化が認められた。

トレンドの変化の仕方は介護度によって異なってお

り，軽度要介護認定率は有意に上昇したが，中度要

介護認定率は有意に下降していた。また，重度要介

護認定率は災害当月のみ有意な上昇が見られたが，

災害後のトレンドには有意な変化が見られなかった。

大澤の研究では，東日本大震災の被災市町村にお

いて中度要介護認定率に有意な上昇が見られたこと

が報告されており，自立度が低いほど震災の影響を

受けやすいわけではないことを指摘している6)。本

研究では，軽度要介護認定率に有意な上昇が見られ

た。これは，平成30年 7 月豪雨災害以降，自立度が

低下し，介護保険サービスの利用を開始した軽度要

介護高齢者が増加したことを示すものであり，自立

度の比較的高い高齢者集団が災害の影響をより強く

受けた可能性がある。

大阪市の調査では，要支援 1・2 の認定者は，要

介護 1～5 の認定者に比べて，介護認定を受けた理

由に「サービス利用の予定はなかったが念のために

要介護認定だけ受けた」，「周りに介護してくれる人

がいないため不安を感じたから」と回答した者が多

かった33)。この調査結果を踏まえると，本研究にお

いて軽度要介護認定率のトレンドが上昇した背景に

は，自立度の低下だけではなく，災害後に生活や健

康への不安が高まり，念のため要介護認定を受けて

おこうと考えた高齢者・家族が増加した可能性も考

えられる。また，要介護認定（介護保険サービスの

利用）は家族等の介護状況によっても変化すること

から，災害後に軽度要介護者の家族介護等の状況が

変化し，介護保険サービスを利用せざるを得なく

なった高齢者が増加した可能性も考えられる。他

方，平成30年 7 月豪雨災害においても，災害後，介

護保険サービスの利用に係る自己負担の減免措置が

行われている34)。これにより経済的負担が軽減し，

制度利用が促進された可能性も考えられる。

中度要介護認定率と重度要介護認定率は災害後に

トレンドが上昇することはなく，中度要介護認定率

にいたってはトレンドが有意に下降していた。2015

年の関東・東北豪雨の被災地域では，2015年から

2016年にかけて顕著な人口減少が見られたことが報

告されている35)。また，2020年の豪雨災害の被災地

域である熊本県内の市町村においても人口減少が報

道されている36)。本研究では被災地域の人口動態を

把握できていないため，要介護認定率との関連を言

及するには限界があるが，他の豪雨災害被災地域同

様に，災害後に生じた高齢者の転出や死亡により認

定者数が減少し，中度要介護認定率・重度要介護認

定率の上昇を抑制した可能性が考えられる。

次に，個別市町村ごとに ITSA を実施した結果を

みると，被災市町村には，災害後に要介護認定率の

トレンドが有意に上昇した市町村，有意に低下した

市町村，有意な変化が見られなかった市町村が混在

していた。このトレンドの変化の違いがどのような

要因によって生じているのか検討するため，被災状

況および地域特性に係る変数を説明変数として多項

ロジスティック回帰分析を行った結果，中度要介護

認定率のトレンドの下降変化は，高齢化率と負の関

連，診療所数と正の関連を認めた。これは，高齢化

率が高いほど災害後の中度要介護認定率のトレンド

は下降しにくく，診療所数が多いほど中度要介護認

定率のトレンドが下降する傾向を示している。

先行研究では，東日本大震災の被災市町村におけ

る中度要介護認定率と介護老人保健施設定員数，病

院病床数，一般診療所病床数および高齢化率に正の

関連が見られたことが報告されている6)。本研究
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は，要介護認定率のトレンドの変化に着目してお

り，要介護認定率自体を扱った研究と単純比較する

ことはできないが，高齢化率が中度要介護認定率を

低下させる要因にならないことは一致する。また，

診療所数については，両研究の結果から，中度要介

護認定率の高い地域ではより多くの診療所が開設さ

れており，診療所へのアクセスが良好であること

で，高齢者が心身の健康を維持・向上しやすく，介

護予防に寄与している可能性が考えられる。

一方，中度要介護認定率のトレンドの上昇変化，

軽度要介護認定率と重度要介護認定率のトレンドの

変化については，被災状況・地域特性に係るいずれ

の変数とも有意な関連が見られなかった。そのた

め，本研究で用いた変数以外の要因が要介護認定率

のトレンドの変化に影響している可能性が考えら

れ，この点については引き続き調査が必要である。

. 本研究の強みと限界

本研究では，平成30年 7 月豪雨災害の被災市町村

において，災害後，軽度要介護認定率のトレンドは

有意に上昇，中度要介護認定率のトレンドは有意に

下降したことを確認した。また，中度要介護認定率

のトレンドの下降変化は，高齢化率と負の関連，診

療所数と正の関連があることが示された。これによ

り，災害時には，自立度が比較的高い高齢者におい

て，心身の状態の変化や家族の介護状況等の変化に

より，介護保険サービスの需要が高まる可能性が示

唆された。災害があっても高齢者・家族が生活や健

康を維持できるよう，社会資源を整備していくこと

が必要と考えられる。また，今後さらに他の災害と

の比較や要介護認定率のトレンドの変化に関連する

要因について検証を進めることにより，高齢者が健

康影響を受けやすい災害特性や地域特性を同定し，

災害時の健康被害予防に寄与する対策に繋げていく

ことが重要である。

本研究には 4 つの限界がある。第 1 に，本研究で

推定された要介護認定率の変化は，災害以外のイベ

ントの影響も受けた可能性がある。たとえば図 2 を

みると，軽度要介護認定率が上昇に転じているのは

発災前の第21月目時点に見える。災害前年の2017年

には介護保険法の改正が行われており，サービス利

用料の自己負担額の増加や高齢者の自立支援・重度

化防止等に向けた保険者機能の強化のため財政的イ

ンセンティブが付与されること等が示され，2018年

4 月から施行された37)。当年の改正内容は要介護認

定の判定基準に関わるものではない。また，事業内

容の強化により要介護認定率が変化するとしても施

行直後から高齢者の状態が急激に変化するとは考え

にくいが，本研究の結果が法改正の影響を受けた可

能性は否定できない。

ITSA のメリットの 1 つは，コントロール群がな

くてもイベントの影響を一定評価できる点である。

しかし，災害による要介護認定率の変化をより厳密

に評価するためには，非被災市町村からコントロー

ル群を生成して ITSA の推定結果を比較するなど，

法改正等のイベントの影響を除外した分析を行うこ

とが必要と考えられる。

第 2 に，平成30年 7 月豪雨災害で災害救助法が適

用された市町村には，住家被害や人的被害がなかっ

た市町村も含まれており，災害が要介護認定率の変

化に及ぼした影響が十分に抽出されなかった可能性

がある。被害の大小をどのような基準で判断するの

かという点は検討が必要だが，被害規模によって市

町村を層化して分析することで，災害による要介護

認定率の変化や関連要因をより明確に推定できる可

能性がある。

第 3 に，本研究では，データ集計期間中における

対象市町村の性別や年齢構成等の人口構造の経時的

な変化や人口動態の変化を把握できていない。災害

が要介護認定率に及ぼした影響を精査する上では，

被災地域における人口構造や人口動態の変化と要介

護認定率の変化との関連についてもさらなる解析が

必要と考えられる。

第 4 に，本研究は被災市町村を対象とした生態学

的研究であり，本研究の結果を個々の高齢者の要介

護認定率の変化に当てはめることはできない。災害

による高齢者の健康被害の最小化に向けては，地域

と個人への影響をあわせて評価し，効果的・効率的

な保健対策を展開していくことが重要と考えられる。

 結 語

平成30年 7 月豪雨の被災市町村を対象に災害後の

要介護認定率のトレンドの変化を推定した結果，軽

度要介護認定率のトレンドは有意に上昇したことが

明らかとなり，自立度が比較的高い高齢者におい

て，災害後に介護保険サービスの需要が高まる可能

性が示唆された。また，中度要介護認定率のトレン

ドは災害後に有意に下降しており，この下降変化

は，高齢化率と負の関連，診療所数と正の関連にあ

ることが認められた。引き続き解析を重ね，災害に

伴う要介護認定率の変化に影響する要因を明らかに

し，災害時の高齢者の健康維持に寄与する保健対策

の展開につなげていくことが必要である。

本研究の実施にあたり，ご協力いただいた自治体の皆

様，高知県立大学の神原咲子先生，千葉大学の宮崎美砂

子先生，東京医科歯科大学の今津陽子先生，日本赤十字
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Changes in long-term care certiˆcation rate and related factors in municipalities

aŠected by the heavy rain disaster in July 2018

Natsuko YAMAMURAand Maki UMEDA2

Key wordsdisaster, municipality, long-term care certiˆcation rate, interrupted time series analysis,

ecological study

Objectives The purpose of this study was to determine the change in the certiˆcation rate for long-term care

(LTC) in the municipalities aŠected by the heavy rain disaster in July 2018, and to clarify the

relationships between the change in the LTC certiˆcation rate and the damage situation and

regional characteristics.

Methods The subjects were 108 municipalities to which the Disaster Relief Act was applied. Interrupted

time series analyses were conducted of the monthly LTC certiˆcation rate for a total of 37 months

from July 2016 to July 2019, and the changes in the LTC, mild LTC (requiring support 1 and 2),

moderate LTC (requiring long-term care 1 to 3), and severe LTC (requiring long-term care 4 and

5) certiˆcation rates after the disaster were determined. Multinomial logistic regression analyses

were performed to clarify the relationship between trends of changes in the LTC certiˆcation rate af-

ter the disaster, the damage situation (number of damaged houses, number of dead and missing),

and the regional characteristics (population rate of people aged 65 and over, population density,

taxable income, population per public health nurse, capacity of long-term care insurance facilities,

number of hospital beds, number of clinics, speciˆc health examination implementation rate, and

speciˆc health guidance implementation rate).

Results The LTC and mild LTC certiˆcation rates showed signiˆcant increases in the month of the dis-

aster and changes in trends after the disaster. The change in the post-disaster trend of the moderate

LTC certiˆcation rate was signiˆcantly lower. The severe LTC certiˆcation rate showed a sig-

niˆcant increase only in the month of the disaster; however, there was no signiˆcant change seen in

the post-disaster trend. The downward change in the trend of the moderate LTC certiˆcation rate

was negatively related to the population rate of people aged 65 and over, and positively related to the

number of clinics. No signiˆcant associations of the LTC, mild LTC, and severe LTC certiˆcation

rates with any of the variables related to the disaster situation and regional characteristics were

found.

Conclusion The results of this study suggest that the demand for long-term care insurance services may in-

crease as a result of disasters experienced by elderly requiring mild LTC certiˆcation who have a

relatively high degree of independence.
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